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写真-1： PTNI正面。奥に PTNIの電波塔が見える。 写真-2： 2 つある PTNI 建物の一つ。内装はすでに改修工

事が始まっており 2015年 12月に完了する予定。 

 

 

  

 

 

写真-3：番組表の構成を決める Programming 部門。編集

された番組を再生してチェックする。 

写真-4：設立以来の番組を保管している保管庫。フィルム

映像の保管もされていた。 

 

 

  

 

 

写真-5：番組間に挟む CM を作成する購買部門。 音声も

この部屋で入れる。 

写真-6： 仮設のマスターコントロールルーム。奥の画面で

は屋外カメラ、スタジオ、VTR からの映像が流れスイッチャ

ーで選択して放送する。 

 

 

  

 

 

写真-7 マスタールームにある VTR 再生機。現在は

BETACAM と DVCPRO を使用している。 

写真-8：ハイビジョン XDCAM対応のカメラ（Panasonic製）。  



 

 

  

 

 

写真-9： ハイビジョンカメラで使用されている記録媒体。

SXS（Sony）もしくは P2(Panasonic)を使用。 

写真－10：2 つあるスタジオのうち生放送のニュース番組に

使用されているスタジオ。 

 

 

  

 

 

写真-11：生放送中のスタジオコントロールルーム。 写真-12：番組進行に合わせて VTR テープを入れ替えて再

生する様子。 

 

 

  

 

 

写真-13：ニュース用のVTRを編集している編集ルームの

様子。 

写真-14：トランスミッターの様子。24時間空調管理されてい

る。  

 

 

  

 

 

写真-15：現在PTNI内に新設中のマスターコントロールル

ーム。  

写真-16：セントラルでデータを一元管理するためのサーバ

ールーム。24時間空調管理する予定。 
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1. プロジェクトの背景・経緯 

1-1 プロジェクトの背景と無償資金協力要請の経緯 

フィリピン国営放送（以下、PTNI）は 1974年に GTV-4 (Government TV4)として設立され、そ

の後 1992年 4月に PTNI (People’s Television Network, Inc.)と改組された。また 2013年

3月にブランド名称を PTV (People’s Television Network)とし現在に至る。 

政府直轄の国営放送局であり、大統領放送管理事務局（Presidential Communications 

Operations Office (PCOO)）の管理下、放送を通じて国民と政府を繋ぐ役割を担っている。現

在、ニュース、教育、スポーツ、宗教、文化、政府広報等の番組を週 14０時間放送している。

フィリピンは 2013年 11月に地上デジタルテレビ放送方式として日本方式（ISDB-T方式）を正

式に決定し、現在デジタル化への移行を進めている。 

PTNIは現在、番組制作能力（設備、人材、ノウハウ）に起因するコンテンツ不足等により、公

共放送として配信することが期待されている番組放送を十分に実施できず、国内視聴シェアが

わずか 2%強に留まっている。国内唯一の公共放送局として十分に機能するために、質の高い日

本のテレビ番組の調達を通して、放送コンテンツの充実化を図り、幅広い視聴者のニーズを満

たす番組の放送の実施が望まれる。 

日本の質の高い番組ソフトを提供することにより、PTNIにおけるドキュメンタリー、教育にか

かる番組プログラムが充実するとともに、日本の文化、また災害予防・復旧にかかる日本の知

見を紹介する番組の提供を通じて、PTNIの機能強化を図ることを目的とする。 

1-2 無償資金協力要請の内容 

(1) 要請年月 2014年 6月 

(2) 要請金額 36.3百万円 

(3) 要請内容 テレビ番組ソフト（輸送費・保険料を含む） 

1-3 我が国の関連分野への協力 

我が国の文化無償分野に関する協力実績を表-1に示す。 
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表-1 我が国の文化無償分野への協力実績 

協力内容 実施年度 案件名/その他 概  要 

放送文化基金 1995 テレビ番組の提供 
GTV-4（現 PTNI）対象に 

教育番組 ：40本の供与 

一般文化無償資金
協力 

2003 
フィリピン国立大学に対

する視聴覚機材 

供与限度額：49.5百万円 

教育用ビデオ撮影・編集機材等

の整備 

一般文化無償資金
協力 

2004 
フィリピン文化センター
に対する照明・音響機材 

供与限度額：49.2百万円 

照明・音響機材の整備 

 

 

1-4 他ドナー・機関の援助動向 

他のドナー国及び機関からの協力実績は特にない。 
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2．プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織 

本件の実施機関は PTNI である。PTNI は取締役会の下、ゼネラルマネージャー（GM）が最高経

営責任者として業務を統括し、番組制作・サービス部門、スポーツ・特別企画部門、ニュース

部門、広報部門、技術部門、ネットワーク技術部門、事務部門、経理部門、地域ネットワーク

部門の 9部門で構成されている。職員数は 470名（2015年 8月現在）である。 

 

図-1  PTNIの現行組織図 

PTNIは現在、新組織に移行中である。新組織体制は 2015年 6月に承認され、2015年内には改

組が実施される見込みである。新組織は、取締役会の下、ネットワーク GM オフィスのゼネラ

ルマネージャーが業務を統括し、ニュース・広報グループ、運営グループ、コンテンツグルー

プ、TVネットワーク技術グループ、マーケティングセールスグループ、事務・経理グループの

6グループに再編される。以下に新組織図を示す。 

プログラミング 購買・制作 交通
セールス・マー
ケティング

法務

内部監査

経営計画

研究

放送施設管理

幹部

取締役会 会長

番組制作・サービ
ス部門

スポーツ・特別企
画部門

ニュース部門 広報部門 技術部門
ネットワーク技術

部門
事務部門 経理部門

地域ネットワーク
部門

最高経営責任者（CEO）・ゼネラルマネージャー（GM）
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図-2 PTNIの新組織図 

2-1-2 財政状況 

PTNI の収入については、2012 年及び 2013 年は、平均で国庫補助金が約 55％、次いで商業 CM

収入が約 43%である。2014年から社屋の全面改装工事のための特別補助金が加算されているた

め、国庫補助金の割合が約 8 割程度と多くなっている。支出については、2012 年及び 2013 年

の平均で、番組制作関連費、機材購入・メンテナンス費用は、それぞれ支出全体の約 34%、約

25%を占めている。また支出に占める人件費の割合は約 40％である。2014 年からは、新規機材

導入等のために一時的に機材購入・メンテナンス費用の割合が約 5割程度を占める。 

2012年～2016年の収支は表-1のとおりである。2013年はブランド名称変更等にともない、各

種書類やデータ等の資料更新のための外注費用等が嵩んだが、2012 年、2013 年の平均では収

支バランスが取れており、円滑に放送サービスが実施されている。また 2014 年以降、2019 年

までは、上記の通り特別な収支バランスとなる。新組織体制に移行後は、新しく整備された建

物・設備機材の本格運用が開始されるとともに、新たな番組制作にも取り組む計画であり、自

局制作番組の割合を徐々に増加させて行くことになるが、新番組制作にかかる初期費用が 2016

年には一時的に嵩むことが見込まれる。尚、人件費、番組制作費、メンテナンス経費とも増額

の見込みであり、PTNIの運営維持管理体制に問題はない。 

  

取締役会

事務・経理
グループ

経理・財務部門

経理部

財務部

人材マネジメン
ト・開発部門

人材マネジメント
部

トレーニング
開発部

事務部門

一般サービス部

施設・車両
管理部

マーケティング
セールス
グループ

セールス部門

政府アカウント部
(GOCCs, GFIs, 

NGAs and LGUs)

商業アカウント部

マーケティング
部門

ブランド向上
管理部

マーケティング
サービス部

TV ネットワーク
技術グループ

技術・放送運営
部門

ﾏｽﾀｰｺﾝﾄﾛｰﾙ
スタジオ運営部

外部放送運営部

送信部門

全国送信部

地域送信部

コンテンツ
グループ

制作通信部門

制作コピーライ
ト・プロダクション

部

制作ポストプロダ
クション部

プログラミング
部門

品質管理・モニタ
リングサービス

番組購買部

コンテンツ解析、
研究・開発部門

コンテンツ
研究部

コンテンツ
開発部

運営グループ

デジタルメディア
部門

新メディア部

情報技術
サポート

地域運営部門

バギオ地域
センター

ナガ地域
センター

セブ地域
センター

イロイロ地域
センター

ダバオ地域
センター

ARMM地域
センター

番組プロダクショ
ンサービス部門

番組プロダクショ
ン部

スポーツ番組部

番組デザイン部

技術運営・ポスト
プロダクション部

ニュース・広報
グループ

広報部門

通常広報番組
プロダクション部

特別広報番組
プロダクション部

ニュース部門

ニュース収集
編集部

ニュース番組
プロダクション部

事業部門オフィス

諮問機関

内部監査オフィス

組織計画・開発オフィス

通信計画オフィス

法務オフィス

ネットワークGMオフィス
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表-2  PTNIの収支（2012～2016） 

 

会計年度：1月 1日～12月 31日                        （単位：フィリピン・ペソ） 

 

2-1-3 放送サービス 

現在 PTNIはアナログ地上波（Free to Air）、ケーブル TV、衛星放送（Direct to Home）及び

New Media（You Tube、Facebook、インスタグラム等）の 4本立ての放送形態である。地上デジ

タル放送はマニラ首都圏で試験放送中であり、本年中にはチャンネルが割当られる予定である

が、本放送開始時期は決まっておらず、開始したとしても当面はアナログ放送とデジタル放送

の 2 本立てとなり、デジタル放送への完全移行は、まだ大分先となることが予想される。フィ

リピンでは現在、NTC（国家電気通信委員会）において地上デジタル放送の受信機規則やチャン

ネルプランを策定中であるが、周波数不足により、放送事業者との調整に時間を要している。 

  

会計年度 2012 2013 2014 2015 2016

（実績） （実績） （実績） （計画） （計画）

収入

国庫補助金 152,834,553.66 182,740,980.13 466,639,154.99 1,036,397,450.00     708,939,429.00       

CM収入 123,920,317.86 136,702,041.15 133,169,207.04 204,580,357.15       489,566,461.60       

ライセンス料

その他 3,346,810.91     5,440,332.74     6,223,237.78     40,100,000.00         20,016,549.00         

小計 280,101,682.43 324,883,354.02 606,031,599.81 1,281,077,807.15     1,218,522,439.60     

支出

人件費 124,581,821.77 118,640,850.11 124,980,678.81 186,595,731.97       374,830,470.00       

ユーティリティ経費（電気代、通信代、等） 4,383,425.68     3,184,136.70     34,302,935.81   33,633,750.00         78,231,794.65         

活動経費

（編集部門）

　番組制作費 76,363,408.94   126,731,898.39 83,283,160.54   131,121,800.00       175,241,233.64       

　番組購入費

（技術部門）

　機材購入費 71,052,186.38   77,415,319.29   151,493,855.17 903,013,452.00       708,939,429.00       

　番組送信料 199,765.57       670,178.57        1,648,512.84     6,491,362.50           6,815,930.63           

　番組放送料

　メンテナンス経費

　施設 608,608.09       657,000.33        884,702.05       1,220,625.00           14,231,742.86         

　機材 199,453.70       157,006.26        434,142.55       1,462,500.00           1,535,625.00           

小計 277,388,670.13 327,456,389.65 397,027,987.77 1,263,539,221.47     1,359,826,225.78     

収支 2,713,012.30     (2,573,035.63)    209,003,612.04 17,538,585.68         (141,303,786.18)      
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表-3 PTNIのチャンネル概要 （2015年 8月現在） 

取扱い番組 
ニュース、文化、社会、教育・科学、スポーツ、娯楽、

宗教番組、他 

放送方式 

地上波放送 

アナログ。 

地上波デジタル放送は現在、試験放送の段階であり、政

府が各局へのチャンネル割り当てを計画中。2020年 1

月までにデジタル放送への完全移行を目指している。 

衛星放送 

アナログからデジタルへ移行中（完全移行は 2016年 1

月の予定）。 

現在デジタル放送用の施設・機材を整備中。 

HDTV放送 

（ハイビジョン放送） 
計画中 

カバー率 

(世帯数/TV

所有世帯数)  

地上波放送 74.41% 

ケーブル放送 19.82% 

衛星放送 5.77% 

使用言語 タガログ語 約 94% 

  英語 約 6% 

番組コンテンツについては、In-House Program（テレビ局内で制作している番組）、Co-

Production（外部に委託して制作してもらう番組）、Block Timer（番組放送枠を販売し、外部

制作の番組をそのまま放送）の 3 種類で構成されている。放送時間帯は朝 5 時から深夜 12 時

まで。番組表は月ごとに作成しているが、時間帯ごとの番組カテゴリー（ニュース、スポーツ、

教育、政府広報等）はだいたい決まっている。大統領の教書演説等の特番があれば放送予定を

変更する。番組構成はニュースが 50%と最も多く、次いで教育 19%、スポーツ 15%、その他は宗

教、文化、政府広報等となっている。自局制作コンテンツは時事問題の特集が中心であり、ド

キュメンタリー・教育番組の制作は現時点では限定的である。今後、組織の再編に伴い当該分

野のプロデューサーを新たに雇用し、自局内の番組制作能力の向上を図ることが計画されてい

る。フィリピンは 100 以上の民族からなり、地域ごとに異なった言葉が使用されている。タガ

ログ語はマニラ周辺の言語であり、地方ではタガログ語は解さなくても、英語なら分かるとい

う人も多い。本プロジェクトの調達番組は原則的に英語で放送することとするが、現地語への

吹替えについては、必要に応じて PTNI 側で行うこととする。その場合、吹き替えは局内で行

わず、外注となる。 

表-4 PTNIの番組構成比率 

番組内容 構成比率 

ニュース／情報 50% 

教育・科学技術 19% 

スポーツ 15% 

宗教 5% 

文化・社会 2% 

娯楽 1% 

その他（ドキュメンタ

リー含む） 
8% 

放送言語は現地語の割合が多いが、英語も多く使用されている。フィリピンでは英語と現地語

がミックスされたフィリピン特有の言語が多用されている。PTNI のコア視聴者層は C/D/E ク
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ラス1であるが、その中でも D/Eクラスが 76％を占めている。視聴者の年齢層については 2～29

歳の若年層が 51％を占めている。また、60 歳以上も 22％と大きい。視聴率に関しては、2015

年は平均 2%強で推移しており、2014年までの 1%台半ばから比べると視聴率は上昇傾向にある。

大手の民放はドラマやバラエティといった大衆受けのする番組を中心に据えているが、PTNIは

国営放送であり、ニュース、教育、防災、政府広報といった番組を中心に据えている。防災に

関しては、EWBS（Early Warning Broadcasting System：緊急警報放送システム）を導入して、

災害があった時に情報を流すようにする予定である。フィリピン唯一の国営放送であり、中・

下級の所得者層の情報源となっていることから、PTNIの存在意義は単に視聴率の多寡のみで議

論されるべきものではなく、本プロジェクトにおいて日本の優れた子供向けの教育番組、防災・

災害復興に関連した番組を含むドキュメンタリー番組を調達する意義は大きいものと考えら

れる。 

PTNIは 2年程前より、外部のリサーチサービス会社（Kantar Media）から定期的な視聴率の購

読を開始しており、今後は国営放送としての役割を果たしつつも、視聴率の向上も念頭に置い

て活動して行く方針であることを本調査にて確認した。 

 

2-1-4 技術水準 

放送機材の運営・管理は、TV ネットワーク技術グループの技術・放送運営部門で行っており、

調達番組放映にかかる技術面の問題はない。番組フォーマットについては、現在は DVCPRO2を

主に使用しているが、今後はファイルベース（HDD）に移行する。また編集機材やカメラ等の一

部の機材については XDCAM フォーマット3を導入し使用を開始している。本プロジェクトで調

達する番組フォーマットについては、XDCAM（1080i/HD）フォーマットディスク、言語について

は英語（ME 版）となる。本プロジェクトの調達番組は原則的に英語で放送することとするが、

現地語への吹替えについては、必要に応じて PTNI 側で行うこととする。その場合、吹き替え

は局内で行わず、外注となる。 

 

2-1-5 既存施設・機材 

PTNIは現在、政府予算（Budget for Modernization of PTNI）により社屋の全面改装工事を実

施中である。建物に関しては基礎的な構造はそのままとしつつも、部屋のレイアウトや内装は

一新する計画となっている。また放送機材についても、地上デジタル放送に対応したマスター

コントロールルームや編集室の新設、客席を備えた新スタジオの増設、移動放送用車両の購入

等が含まれており、予算総額は 5 billion ペソ。予算には 13 箇所の地方局の改装工事費用も

含まれる。当面の予算執行期間は 2014-2019 年とのことである。ケソン市の PTNI 本局の改装

工事は 2015年中に完了の予定である。 

                                                   
1 A-Eの 5段階にクラス分けされた Socio-Economic Statusで、Aが最富裕層、Cが中間層、Eが最下層 
2放送業務用デジタルビデオ規格の一つ。DV規格を基礎にパナソニックが開発、1996年に発表された。現在はビデオカメラお

よび録画・再生機器の生産は終了し、録画用テープのみ販売されている。 
3ソニーが開発した放送業務用ディスクビデオシステム。 記録メディアは「Professional Disc」という名称で、カートリッジ

に入っており 1層 23.3GB、2層 50GBの容量を持ち Blu-ray Discと同じ波長 405nmの青紫色レーザーを利用する直径 12cmの光

ディスクである。 
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PTNIは今般の施設改装工事において、24時間空調管理のメディア保管庫（サーバールーム）を

増設する。本プロジェクトの調達番組は HDD（AVC－I 50mpcs/1080i形式）にて当該保管庫に収

納されることについて確認した。 

 

2-2 環境社会配慮及びグローバルイシューとの関連 

2-2-1 環境社会配慮 

 特になし。 

2-2-2 その他（グローバルイシュー等との関連） 

 特になし。 
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3. プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

1) 上位計画 

本案件は、対フィリピン国の国別援助方針における開発課題「脆弱性の克服と生活・生産基盤

の安定」に位置づけられ、同国民の生活及び教育の質の改善に資するものである。 

フィリピンは 2013 年 11 月に地上デジタルテレビ放送方式として日本方式の採用を決定した。 

本件協力による NHK の文化及び教育テレビ番組ソフトの取得を通じて、PTNI の番組コンテン

ツを充実させるとともに、日本方式の地上デジタルテレビ放送ネットワークを拡充する契機と

することが期待される。 また、提供される高品質な文化及び教育テレビ番組を通じて、フィリ

ピン国民の教育水準の向上が期待される。 

 

2) 当該セクターの現状 

PTNIは政府直轄の国営放送局であり、大統領放送管理事務局（Presidential Communications 

Operations Office (PCOO)）の管理下、放送を通じて国民と政府を繋ぐ役割を担っている。現

在、ニュース、教育、スポーツ、宗教、文化、政府広報等の番組を週 140 時間放送している。

フィリピン国は 2013 年 11月に地上デジタルテレビ放送方式として日本方式（ISDB-T方式）を

正式に決定し、現在移行を進めている。 

PTNIは現在、番組制作能力（設備、人材、ノウハウ）に起因するコンテンツ不足等により、公

共放送として配信することが期待されている番組放送を十分に実施できていない。国内唯一の

公共放送局として十分に機能するために、質の高い日本のテレビ番組の調達を通して、放送コ

ンテンツの充実化を図り、幅広い視聴者のニーズを満たす番組の放送の実施が望まれる。 

 

3) プロジェクトの目的 

フィリピン唯一の国営テレビ局である PTNI に対し、日本の質の高い番組ソフトを整備するこ

とにより、PTNIにおけるドキュメンタリー、教育にかかる番組プログラムが充実するとともに、

日本の文化、また災害予防・復旧にかかる日本の知見を紹介する番組の提供を通じて、PTNIの

機能強化を図ることを目的とする。また、本事業を通じてフィリピンの国民の我が国に対する

理解が促進されることも期待される。 

 

3-2 無償資金協力による計画 

3-2-1 設計方針 

フィリピンは親日国であり日本への興味・関心が高く、これまでにも PTNI では、日本から提

供された子ども向け教育番組の放送実績があるが、現在はニュース、スポーツ番組中心の番組

編成となっており、番組制作能力の不足により、ドキュメンタリー・教育番組が不足している。

これを踏まえ、本事業では日本の高品質な教育番組、日本の文化や優れた技術を紹介するドキ

ュメンタリー番組を選定し、一層の対日理解促進、親日感情醸成にも大きく貢献することが期

待されるテレビ番組構成とする。 
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（1）テレビ番組構成 

主として自然科学に対する子どもたちの興味や関心に対して解りやすく説明・解説された教

育番組、現代の日本の社会・文化や優れた技術を紹介するドキュメンタリー番組及び台風や

地震など共通した自然災害を経験している日本の防災の知識と経験を活かすための、災害復

旧や防災関連の番組で構成する。 

（2）テレビ番組ソフトの方式 

メディア：XDCAM（1080/60i）フォーマットディスク 

言語：英語（ME版） 

（3）放送時間 

1） ドキュメンタリー番組 

平日は、現在もドキュメンタリー番組枠であり、大人が帰宅後に寛ぎながら視聴することが

できる 22:30-23:00の時間帯に放送し、土日枠で再放送を行う。 

2） 教育番組 

子供の視聴可能な時間帯に設定し、登校前の平日 8:00～9:00、または帰宅後の 16:00-17:00

の時間帯に放送し、土日枠で再放送を行う。 

 

3-2-2 基本計画（機材計画） 

1）機材計画 

本プロジェクトで調達する TV番組ソフトの本数は、当初要請の通り 650本（686番組）（内訳：

ドキュメンタリー番組 164 本（164 番組）、教育番組 486 本（522 番組））となる。機材リスト

（テレビ番組ソフト）の内容・数量・分数について表-5に示す。 
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表-5 機材リスト 

No. 番組ソフト名 時間 数量 

I. ドキュメンタリー番組  164番組 

 1 にっぽん アウトアンドアバウト 15分 1 

 2 世界が熱狂!日本のマンガ～発展のルーツ～ 20分 1 

 3 永平寺 104 歳の禅師 52分 1 

 4 日本の世界文化遺産 20分 4 

 5 日本の伝統文化 20分 16 

 
6 日本の伝統スポーツ 

24分 1 

 15分 5 

 7 伝統の美・大相撲 39分 1 

 8 
日本理解の鍵 

ガバナンス～安定とダイナミズム～ 
49分 1 

 9 東京の歩き方 15分 5 

 10 僕だけのじょんがら節～津軽三味線 日本一に挑む～ 43分 1 

 11 泣いて笑ってハッケヨイ～新力士奮闘記 43分 1 

 12 ふたりの味をもう一度 43分 1 

 13 土俵の友を追え～境川部屋の新弟子たち～ 47分 1 

 14 ベーシック・ジャパン 20分 20 

 
15 新日本探訪 

24分 8 

 24分 22 

 16 かがやくメロディー～音楽にはぐくまれる航志くんの日々 44分 1 

 17 心の行・熊野奥駆け 49分 1 

 18 知識創造企業 20分 4 

 19 さわやか自然百景 15分 20 

 
20 たったひとつの地球 

20分 10 

 15分 10 

 21 原爆投下 10秒の衝撃 59分 1 

 22 美の回廊 30分 11 

 23 災害に強い社会を作るために～東日本大震災からの教訓～ 15分 10 

 24 釜石 不屈の人々 34分 1 

 25 
クローズアップ東北 消えゆく町で 宮城県～石巻・雄勝

町 
25分 1 

 26 震災を乗りこえて～東北新幹線～ 24分 1 

 27 日本の低炭素都市 15分 3 

II. 教育番組  522番組 

 1 からだのちから 1～5 25分 5 

 2 からだのちから 6 25分 1 
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No. 番組ソフト名 時間 数量 

 
3 つくってあそぼう 

15分 10 

 15分 20 

 4 いちにのさんすう 15分 15 

 5 かずとかたち 15分 15 

 6 かずの世界 15分 15 

 7 ワンダー数学ランド 25分 7 

 8 マテマティカ 2 15分 20 

 9 なんなんなあに 15分 20 

 10 ふしぎがいっぱい パート 1 10分 13 

 11 ふしぎがいっぱい パート 2 10分 13 

 12 データボックス・しらべてサイエンス 15分 15 

 13 デジタル進化論～コンピューターの物語～ 20分 13 

 14 宇宙デジタル図鑑 44分 10 

 15 人形劇 15分 21 

 16 シャキーン！ 15分 20 

 17 動物かんきょう会議 5分 20 

 18 ふしぎいっぱい 15分 16 

 19 ふしぎ大調査 15分 20 

 20 わくわくサイエンス 15分 15 

 21 ミクロワールド 5分 20 

 22 10ミニッツボックス 10分 115 

 23 台所でおもしろ実験 15分 10 

 24 おこめ 15分 16 

 25 たったひとつの地球 2005 15分 6 

 26 シンサイミライ学校 15分 3 

 27 ど～する？地球のあした 15分 5 

 28 バケルノ小学校ヒュードロ組 15分 13 

 29 ぼうけん！メカラッパ号 I 15分 15 

 30 ぼうけん！メカラッパ号 II 15分 15 

Total:   686番組 
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2）放送計画 

ドキュメンタリー番組については、現在もドキュメンタリー番組枠であり、大人が帰宅後に寛

ぎながら視聴することができる平日の 22:30-23:00の時間帯に放送し、土日枠で再放送を行う。

教育番組については、子供の視聴可能な時間帯に設定し、登校前の平日 8:00～9:00、または帰

宅後の 16:00-17:00 の時間帯に放送し、土日枠で再放送を行う。尚、地上デジタル放送では、

多チャンネル化（PTNIは 1チャンネル内で 3番組を放送予定）が可能となるため、そのうちの

一つを教育の専門チャンネルとすることを検討中である。その場合、1 日 5 時間程度の放送を

予定している。尚、調達番組は初年度に 2回、次年度以降は 3年間にわたり各 1回ずつ放送を

行う計画とする（4年間で計 5回の放送を実施する）ことを確認した。 

表-6 本プロジェクトで整備予定の番組放映計画 

  番組の種類 第 1回 

放送時間  

第 2回 

再放送 

1  ドキュメンタリー番組 22:30-23:00 (毎日) 土曜・日曜（時間未定） 

2 教育番組 
08:00-09:00 

16:00-17:00 (毎日) 
土曜・日曜 (時間未定) 

 

3）放送記録・放映権等 

PTNI は以後 5 年間の放送記録を残し、日本側の求めに応じて適宜提出することについて同意

した。 

また今回整備されるテレビ番組ソフトは、素材として編集することは著作権上不可であること

についても改めて確認・合意した。 

PTNIは衛星放送を実施しており、原則的に地上波放送と同じ番組を放送している。衛星放送は

近隣国でも受信可能である。多くのフィリピン人がマレーシアやインドネシア等の近隣国で働

いており、国営放送として、そういった人々への情報提供もサービスの一環として捉えている

との説明であった。しかしながら本プロジェクトで提供される番組は近隣国での視聴は不可で

あることを説明し、PTNIはこれを了解した。具体的な対策としては、調達番組については、地

上波のみの放送とし、衛星放送はプロバイダーを経由しての別ルートでの配信としているため、

そちらへは、調達番組を外した形で配信することが可能であることを確認した。 
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3-2-3 調達計画 

1) 資機材等調達先 

 本プロジェクトにおけるテレビ番組ソフトの調達先は表-7のとおりすべて日本での調達である。 

表-7 資機材等調達先 

機材名 
調達先 

現地 日本 第三国 

番組ソフト（ドキュメンタリー）  ○  

番組ソフト（教育）  ○  

割合（%） 0% 100% 0% 

 

 

2) 輸送計画 

本プロジェクトで調達される番組ソフトは、日本側の経費負担により、調達契約業者が空送す

る。本邦からマニラ・ニノイアキノ空港までの所要日数は 1日であり、手続きがスムーズに進

めば約 1～2 週間で通関完了する。通関手続き及び空港から PTNI までの内陸輸送は PTNI が負

担する。 

本プロジェクトの番組は日本調達となり、日本からの空送の際に生じる輸入税は、免税となる

ことを確認した（通常の輸入税の税率は 35%）。免税手続きに関しては PTNI内の GMオフィスが

担当する。 

 

3) 機材据付及び操作指導 

機材計画のうち、据付及び初期操作指導が必要となる機材は、特にない。 

 

4) 事業実施工程表 

本プロジェクトの事業実施工程表を表-8に示す。番組ソフトの通常納期は 2ヵ月であり、業者

契約から納品までの工期は 4ヵ月である。
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表-8 事業実施工程表 

月  1 2 3 4 5 6 

契 
 
 
 

約 

交換公文(E/N)締結 △      

贈与契約(G/A)締結 △      

業者契約締結  △     

業者契約認証   △    

調達

段階 

発注   △    

番組ソフト制作       

輸送       

通関業務       

業務完了      △ 

 

3-3 相手国側負担事項 

本プロジェクトの実施に当たり、フィリピン国側の負担事項は、次の通りである。 

1)免税、通関措置 

PTNIは上述の手続きにより、必要な免税・通関措置をとる。 

2)機材保管場所の確保 

 本プロジェクトで調達するテレビ番組ソフトの適切な保管場所を確保する。 

3)調達テレビ番組ソフトの吹替 

本プロジェクトの調達番組は原則的に英語で放送することとするが、現地語への吹替

えについては、必要に応じて PTNI側で行うこととする。その場合、吹き替えは局内で

行わず、外注となる。 

4)銀行取極および支払授権書の発行 

本プロジェクトが実施される場合は、日本の無償資金協力のシステムに則り、フィリピ

ン国側による銀行取極(B/A)および支払授権書(A/P)の発行が必要となる。A/P発行に係

る手数料は約 311.68 米ドルである。PTINの直近 5年間の収支バランスは黒字であるこ

とから（表-2 PTNI の収支 2012～2016参照）、右金額は十分に負担可能な額であると判

断される。 

 



16 

3-4 プロジェクトの運営維持管理 

本プロジェクトによって整備されるテレビ番組ソフトの放送計画および保管は、PTNI の

プログラミング部門が担当し、テレビ番組ソフトを放送するための機材の運用、保守、送

信管理は同局の技術部門が担当する。また PTNIは今般の施設改装工事において、24時間

空調管理のメディア保管庫（サーバールーム）を増設する。本プロジェクトの調達番組は

HDD（AVC－I 50mpcs/1080i形式）にて当該保管庫に収納されることについて確認した。

従って、運営維持管理上の問題はない。 
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4. プロジェクトの評価 

4-1 プロジェクトの前提条件 

4-1-1 事業実施のための前提条件 

特になし。 

4-1-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

・フィリピン国内での通関とプロジェクトサイト（ケソン市）までの内陸輸送。 

・日本側の負担事項以外で本プロジェクト実施に必要となる経費（内国税等）。 

・日本側負担事項の実施上必要なフィリピン国内への入国・滞在等に係る便宜供与。 

・A/P発行及び業者への支払いに係る銀行手数料。 

 

4-2 プロジェクトの評価 

4-2-1 妥当性 

前述の通り、本プロジェクトは、対フィリピン国の国別援助方針における開発課題「脆弱

性の克服と生活・生産基盤の安定」に位置づけられ、同国民の生活及び教育の質の改善に

資するものである。 

PTNIは現在、本社屋の全面改装工事を実施中である。当該工事には 2016年初めから供用

が開始される見込みであるデジタル放送に対応した機材の導入も含まれており、本プロ

ジェクトにて調達される高品質なハイビジョン番組放送による相乗効果により、日本方

式の地上デジタルテレビ放送ネットワークを拡充する契機となることが大きく期待され

るところである。また本プロジェクトにて調達されるドキュメンタリー番組については、

現代の日本の社会や文化を紹介する番組及び災害復旧や防災関連の番組が含まれており、

本プロジェクトにおいて日本の優れた防災・災害復興に関連した番組を調達する意義は

大きいものと考えられることからも、我が国の無償資金協力事業として本プロジェクト

を実施する妥当性は高いと判断できる。 

4-2-2 有効性 

定性的効果 

日本の質の高いドキュメンタリー及び教育番組を視聴することにより、以下の効果が

期待される。 

① PTNIの放送番組の品質が改善し、多様化する。 

② フィリピン国民の日本の文化、社会に関する理解が促進されるとともに、両国間の

友好関係が強化される。 
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定量的効果 

指 標 名 
基 準 値 

(2015年実績値) 

目標値（2021年） 

【事業完成 5年後】 

日本のドキュメンタリー番組の増加 0 164番組増加 

（約 59時間） 

日本の教育番組の増加 0 522番組増加 

（約 120時間） 

 

4-3 その他（広報、人的交流等） 

4-3-1 相手国側による広報計画 

本プロジェクトが実現した場合、PTNIは以下の方法で日本の番組調達についての広報を

行うことを確認した。 

・日に 4回以上、PTNIチャンネル内でスポット広報を行う。 

・ニュース番組の中で広報を行う。 

・ソーシャルメディア（Facebook、 Twitter、Instagram 等）でも広報を流すことが可

能。 

・引き渡し式を実施する。 

・PTNIの Webページを活用する。 

また調達番組は学校等での教育目的の使用（番組を録画しクラス授業で活用を行う等）

は妨げられないことから、今後の可能性として、教育省と連携して教育現場での教育番

組の活用を周知・奨励し、ポスターを作成して学校の掲示板に貼りだすことなどが挙げ

られた。 
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5. 付属資料 

5-1 調査団員・氏名 

岡本 明広   チームリーダー/機材計画 1 インテムコンサルティング㈱ 

大原 みさと   機材調達・積算 1  インテムコンサルティング㈱ 
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5-2 調査行程 

 

岡本　明広 大原　みさと

チームリーダー・機材計画 機材調達・積算

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM
マニラ－成田

ミニッツ署名

JICAフィリピン事務所訪問

在フィリピン日本大使館表敬

7/29

ミニッツ協議・広報計画協議

2
PTVキックオフミーティング

PTV内見学

機材計画調査
・成果指標に関する情報収集

・衛星放送の制御方法確認

機材調達調査
・調達方法

・免税手続き

・関税手続き　等

8/2

JICAフィリピン事務所訪問

資料整理日

8/4

6

機材調達調査
・調達方法

・免税手続き
・関税手続き　等

機材計画調査
・組織体制の確認

・要請番組の確認
・放送活動の現状

・既存機材調査
・納入場所確認

・管理システム、運営方法の確認　等

火

土

金

8/37

10 8/6 木

8/59

月

水

4

団内会議

水

3 7/30

7/31

5 8/1

8

日程

木

火1 7/28

成田-マニラ
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5-3 関係者(面会者)リスト 

名前（敬称略） 組織名 役職 

Jan T. Co. Chua 
PCOO/ Presidential Communications 

operations Office 
Undersecretary for Operations 

Cleo B. Dongga-as 
PTNI/ Presidential Communications 

Operations Office 
General Manager 

Roehl Nino Bautista PTNI/ Digital Media Digital Media Head 

Alex Rey V. al PTNI/ Provincial Division OIC (Officer in Charge) 

Ramon Nunez PTNI/ News OIC   

Mitts J. Deduque PTNI/ Merchandising Creatives Head 

Alexander M. Poncio PTNI/Admin Division OIC 

Richard S. Valdez PTNI/ Engineering  OIC 

Elenita L. Directo PTNI/ International Relations Coordinating Officer 

Sol R. Alger PTNI/ Programming OIC 

Ronald Arciga PTNI/ Sales Marketing TV Programmer 

Bert N. Garcia  
PTNI/ Overseer, Finance an 

Administrative Division 
Head Executive Assistant 

Agnes Daisy A. Laigo PTNI/ Public Affairs OIC 

Susan V. Tagle 
PTNI/ Entertainment, Educational, 

Cultural & Sports Division 
Overseeing Officer 

矢部 慎也 在フィリピン日本国大使館 一等書記官 

見宮 美早 JICAフィリピン事務所 次長 

河田 優紀 JICAフィリピン事務所 企画調査員 経済成長班 

伊藤 秀俊 
National Telecommunications 

Commission 
JICA専門家 
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5-4 当初要請からの変更点 

特になし。 

 

5-5 その他の資料 

調査時における PTNI の番組表は以下の通り。 

 

  

TIME MONDAY 27 TUESDAY 28 WEDNESDAY 29 THURSDAY 30 FRIDAY 31 SATURDAY 01 SUNDAY 02

PANAHON TV!

PCOO DOCUS UPON THIS

RADYOBISYON ORAS NG ROCK

HIMALA
GOOD MORNING BOSS SOLDIERS OF CHRIST

LAKBAYIN ANG

MAGANDANG PILIPINAS TALITHA KUM

PRE-SONA SPECIAL MAG-AGRI HEALING MASS

c/o NEWS TAYO KEY OF DAVID
(LIVE) BUHAY PINOY

TITO THE EXPLORER

ORAS NG YAN ANG MARINO SIGNS & WONDERS

KATOTOHANAN ORAS NG GABAY AT AKSIYON REAL LIVES, REAL PEOPLE

PRE-SONA SPECIAL RADYOBISYON KATOTOHANAN ORAS NG ORAS NG 

c/o EEC (LIVE) REPLAY KATOTOHANAN KATOTOHANAN

 PCOO THE WORD

NEWS  @  1 DOCUMENTARIES EXPOSED

AUTO REVIEW ATING
SONA PROTEKTADONG KINABUKASAN PCSO SWEEPSTAKES DRAW PROTEKTADONG KINABUKASAN

ALAMIN
COVERAGE SHOP JAPAN TV SHOPPING SHOP JAPAN SHOP JAPAN TV SHOPPING REPLAY OF THE KAKAIBANG LUNAS

c/o PCOO & RTVM TV SHOPPING SONA OF PRESIDENT BE ALIVE! (Replay)

SPIKERS' TURF BENIGNO AQUINO III

PERSONAGE REPLAY HEALTH PROGRAM

WEST PHIL SEA 1 WEST PHIL SEA 2 WEST PHIL SEA 3 HEALTH PROGRAM AMAZING FACTS

THE WEEKEND

NEWS
DOCUMENTARIES PROTEKTADONG KINABUKASAN THE DOCTOR IS IN GSIS MEMBER'S

FROM PCOO PTV SPORTS PINOY U.S COPS  HOUR REPLAY

KWATROBERSYAL PTV SPECIAL PERSONAGE GSIS MEMBER'S PTV SPECIAL

(SONA SPECIAL) FORUM BE ALIVE! HOUR FORUM REPLAY

4 DIGIT & MEGA LOTTO 6 DIGIT & 6/42 LOTTO DRAW LOTTO DRAW & SEGMENT 6 DIGIT & 6/42 LOTTO DRAW LOTTO DRAW & SEGMENT LOTTO DRAW & SEGMENT 6/49 LOTTO DRAW

PROTEKTADONG KINABUKASAN

NEWSLIFE SPIKERS' TURF ISKOOLMATES

COLLEGIATE CONFERENCE REPLAY

KASANGGA ANG LANGIT

ORAS NG

JESUS MIRACLE HIMALA

CRUSADE  

PANAHON TV WEATHER UPDATE (2mins) - (Monday to Friday) 6AM, 8AM, 10AM, 11AM, 12NN, News@1, 3PM, 4:30PM, News@6, Newslife

3 PTV NEWSBREAK (2mins) - (Monday to Friday) 9AM, 10AM, 11AM, 12NN, 4PM, 5PM, 8PM

 (Saturday & Sunday)  1PM, 2PM, 3PM, 4PM, 5PM, 8PM

PROGRAM SCHEDULE

7

AM 5

NN 12

9

AM 6

PROTEKTADONG KINABUKASAN / PANGAKO NG KAPAYAPAAN / TAO AT TURISMO

SHOP JAPAN

PROTEKTADONG KINABUKASAN / PANGAKO NG KAPAYAPAAN

10

1

8

11

CHINOY TV

ALAGANG MAGALING

2

MN 12

11

ORAS NG HIMALA

PROTEKTADONG KINABUKASAN / PANGAKO NG KAPAYAPAAN

AM 1

5

NEWS  @  6

S.M.E GO

BITAGISKOOLMATES

4

9

PM 6

7

ORAS NG KATOTOHANAN

SPIKERS' TURF

SPIKERS' TURF

SHOP JAPAN TV SHOPPING
REPLAY OF THE SONA OF PRES. AQUINO

10

8

3

2

July 27 - August 2, 2015
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5-6 討議議事録 
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ホンジュラス共和国 

 

ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局 

番組ソフト整備計画 

 

調査結果概要
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テグシガルパ市 

(Tegucigalpa) 

ホンジュラス国 

ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局 

(Radio y Televisión Nacional de 

Honduras) 

テグシガルパ市内 



写真 
 

 

 

  

 
 

 

 

写真-1：1F オフィスの様子。1F には社員デスクだけでな

く、スタジオや編集室、コントロールルームなどがある。 

写真-2：記者室。ニュース用の原稿作成を複数の記

者スタッフが行っている。 

 

 

  

 

 

写真-3：吹き替えやナレーション用の部屋。今回供与ソフ

トの吹き替え実施の予定は無いが、作業必要がある際は

社内対応できる。 

写真-4：マスターコントロールルーム。番組の編集・配

信を実施。 

 

 

  

 

 

写真-5：番組の編集、配信に使用されるパソコン。Win と

Mac両方を使用している。 

写真-6：番組データ保管用サーバー。 

 

 

  

 

 

写真-7：サブコントロールルーム。照明、音声、カメラなど

スタジオ撮影の調整を行っている。 

写真-8：ハイビジョン対応のカメラ（Panasonic製）。  



 

 

  

 

 

写真-9：番組データの記録媒体である SSD。TNH では番

組データは基本的にソフトデータにより保管している。 

写真－10：施設内にあるスタジオ。生放送のニュース

番組や音楽番組などに使用されている。 

 

 

  

 

 

写真-11：現在内装工事中の 2F 部分。工事完了まであと

2 ヶ月ほどかかる見込み。 

写真-12：現在内装工事中の 2F 部分。左手奥の部屋

が番組ソフト保管室。空調設備を伴う温湿度管理可能

な部屋となる予定。 

 

 

  

 

 

写真-13：仮オフィスとなっている 3F 部分。全スタッフと機

材は旧施設より移動済み。2F工事完了次第、移動予定。 

写真-14：Sony 製の番組ソフト再生機。DVCAM・HDV

対応。 

 

 

  

 

 

写真-15：読み込み作業に使われていた DVCAM ソフト。  写真-16：ミニッツ署名式の様子。大臣、日本大使、

JICA 所長が参加し、その様子は広報活動の一環とし

て生放送された。 
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1. プロジェクトの背景・経緯 

1-1 プロジェクトの背景と無償資金協力要請の経緯 

国営放送局は 2008 年に設立されたホンジュラス国唯一の国営テレビ局であり、現在国内 600

以上の番組配信会社へ番組を配信、ケーブルテレビ網を通じて全国をカバーする放送網となっ

ている。これまで教育や情報番組を中心に制作・放送してきたが、設立から日が浅く、質の高

い教育番組を作成するための予算・能力が必ずしも十分でないため、良質の教育番組が不足し

ている。そのため公共放送局として十分に機能するために、質の高い日本のテレビ番組の調達

を通して、放送コンテンツの充実および多様化に寄与し、そして教育省や文化・美術省の教育

に関する活動を支援するなど、教育の質の改善が望まれている。 

2012 年に韓国のアリラン TV と提携し韓国ドラマを放映したところ、爆発的ヒットとなった。

その際、視聴者より日本のテレビ番組の有無の問い合わせがあったことから、視聴者のこうし

た要望に応えるため、今般の要請に至った。 

本計画は日本の質の高い番組ソフトを提供することにより、国営放送局におけるドキュメンタ

リー、教育にかかる番組プログラムが充実するとともに、日本の文化、また災害予防・復旧に

かかる日本の知見を紹介する番組の提供を通じて、国営放送局の機能強化を図ることを目的と

する。 

ホンジュラスは 2013 年 9月に地上デジタルテレビ放送方式として日伯方式（ISDB-Tb方式）を

採用し、現在デジタル化への移行準備を進めている。2019年中の全国地デジ化完全移行を目指

し、これが達成されれば全国での受信(無料)が可能となる。 

1-2 無償資金協力要請の内容 

(1) 要請年月 2012年 8月 

(2) 要請金額 42.2 百万円 

(3) 要請内容 テレビ番組ソフト 

1-3 我が国の関連分野への協力 

 我が国の文化無償分野に関する協力実績を表-1に示す。 
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表-1 我が国の文化無償分野への協力実績 

協力内容 実施年度 案件名/その他 概  要 

一般文化無償
資金協力 

2001 
「マヤ文明を中心とした考
古学活動機材整備計画」に対
する文化遺産無償 

供与限度額：2.24億円 

測量機材、車両等の購入 

一般文化無償
資金協力 

2001 
サン・ペドロ・スーラ児童博
物館に対する文化無償 

供与限度額：0.50億円 

プラネタリウム機材の購

入 

一般文化無償
資金協力 

2002 
マヌエル・ボニージャ国立劇
場に対する文化無償 

供与限度額：0.50億円 

照明・音響機材等の購入 

一般文化無償
資金協力 

2004 
文化・芸術・スポーツ省に対
するスポーツ器材 

供与限度額：0.49億円 

機材等の購入 

 

1-4 他ドナー・機関の援助動向 

他のドナー国及び機関からの協力実績は特にない。 
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2．プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織 

本件の実施機関はホンジュラス大統領府国家通信戦略省の管轄下にあるホンジュラス国営ラ

ジオ・テレビ局である。主管官庁は通信戦略省である。ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局は

局長の下、物流部、製作部、システム部、プレス･報道部、ソーシャルメディア部、製作フロア

部、通信/記録部、3D デザイン部、編集部の 9部門で構成されている。職員数は 69名（2015年

9月現在）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局の組織図 

 

2-1-2 財政状況 

ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局は、国庫支出金により運営されている。支出は、番組制作

関連費、管理費はそれぞれ支出全体の約 1.09%（2014年）、約 0.15%（2014年）を占めている。

また、支出に占める人件費の割合は約 93.22％（2014年）である。 

2012年～2014年の収支は表-1のとおり、黒字運営となっている。 

なお、ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局の 2014年の収入は約 216.8百万円あり（1レンピラ

＝5.4289円。2015年 9月現在）、円滑に放送サービスが実施されている。継続的な供与番組の

放送に必要な放送機器のメンテナンスは基本的に局員が行うことになっているが、本年度以降

の収支計画では機材メンテナンス等に必要な一定の管理費増額を見込んでおり、加えて現在工

事中の新局舎内に適切な保管場所も確保されることになっていることから、番組ソフトの放送

および維持管理には問題ない。 
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表-2 ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局の収支（2012～2016） 

 

（単位：HNL ホンジュラス・レンピラ） 

2-1-3 放送サービス 

現在ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局はアナログ放送、衛星による番組配信会社への番組配

信、インターネット放送によるストリーミング番組配信（局の移転作業により一時中断）を行っ

ている。現地調査中の 8月 12日に HD放送開始を予定していたが、延期された。 

ホンジュラスは 2013 年 9月に地上デジタルテレビ放送方式として日伯方式（ISDB-Tb方式）を

採用することを決定し、現在デジタル化への移行準備を進めている。2019 年中の全国地デジ化

完全移行を目指し、これが達成されれば全国で無料の受信が可能となる。 
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表-3 ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局のチャンネル概要 

取扱い番組 
ニュース、教育・科学、文化、エンター

テイメント、スポーツ、他 

放送方式 地上波放送 アナログ 

  衛星放送 アナログ 

  
HDTV放送 

（ハイビジョン放送） 
計画中 

カバー率 (地域)  
地上波放送 

（ケーブル放送、衛星放送を含む） 
95% 

使用言語 スペイン語 100% 

現在制作されている番組は、ニュース、トークショー、健康、政治、音楽、観光、スポーツ

などがある。番組編成に関してはベネズエラより専門家を招へいし、そのアドバイスをもと

に全体的な見直しを行っているところである。音楽番組は平日毎日生放送し、200～300ほど

のリクエストが届く人気番組となっている。以下にホンジュラス国営ラジオ・テレビ局の番

組構成比を示す。 

表-4 ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局の番組構成比率 

番組内容 構成比率 

ニュース／情報 30% 

教育・科学技術 20% 

文化 25% 

エンターテインメント 15% 

スポーツ 10% 

テレビ普及率の正式なデータはないが、2014年に銀行組合が行った調査で、国民の情報源をア

ンケート集計したものがあった。各地域で計 5,000 人に聞き取りをしたところ、約 80%の人が

「テレビ」と回答しており、このデータをもとに、テレビ普及率は 80%程度と考えられている。

視聴率調査を行ったことはないが、番組の感想は電話、インターネットを通じて寄せられる。

また SNSを使った情報発信を行っており、フォロワーの数は 2,000人を超える（Facebook）。 

 

2-1-4 技術水準 

放送機材の運営・管理は、通信･記録部で行っており、一定の技術を持った人材が確保され、ま

た予算も確保されていることから、問題はない。フォーマットについては、現在ファイルベー

ス（HDD）で行っており、編集機材やカメラ等の放送機材はすべて HDD 対応が可能な機種を使

用、ファイルは専用のサーバーに保管している。外部からの映像について、DVDなど PCでの再
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生可能メディアはそのまま PC に取り込んでの編集配信が可能であり、また HDV フォーマット

再生機（SONY社製 HVR-M25AN）を保有している。本プロジェクトで調達する番組フォーマット

については、HDV（1080i）フォーマットテープ、言語についてはスペイン語となる。 

 

2-1-5 既存施設・機材 

ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局は新放送施設での業務を開始したところであり、1 階の番

組制作部門はすでに概ね機能しているが、2 階の事務部門、ラジオ部門、ソーシャルメディア

部門のオフィスは内装工事中で、3 階を仮オフィスとして業務を行っている。インタビューで

は内装工事は 2015 年中に完了の予定であった。本プロジェクトの調達番組は 2 階に設置され

る資料室に収納することとしており、空調設備を伴う温湿度管理可能な環境で保管されること

を確認した。 

 

2-2 環境社会配慮及びグローバルイシューとの関連 

2-2-1 環境社会配慮 

特になし。 

 

2-2-2 その他（グローバルイシュー等との関連） 

特になし。 
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3. プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

1) 上位計画 

本事業は、対ホンジュラス国別援助方針における開発課題「基礎教育の充実」の下、「基礎教育

の質強化プログラム」に位置づけられ、同国の教育の質の改善に資するものである。 

ホンジュラスは 2013 年 9月に地上デジタルテレビ放送方式として日伯方式（ISDB-Tb方式）の

採用を決定した。 本件協力による NHK の文化及び教育テレビ番組ソフトの取得を通じて、ホ

ンジュラス国営ラジオ・テレビ局の番組コンテンツを充実させるとともに、日伯方式の地上デ

ジタルテレビ放送ネットワークを拡充する契機とすることが期待される。また 2015 年の日・

中米外交関係樹立 80 周年の機会を捉え、日本の文化･社会･歴史を広く親日国であるホンジュ

ラスの国民に紹介することで、一層の対日理解促進、親日感情醸成にも貢献する。 

 

2) 当該セクターの現状 

国営ラジオ・テレビ局は新放送施設での業務を開始したところである。要請当初は番組制作部

門の体制が弱く、国営ラジオ・テレビ局の設立目的である「教養の普及と教育推進のための能

力強化」に資する番組制作、特に教育番組を行うことが難しかった。人員の増強、設備のリニ

ューアルにより、少しずつ体制を強化しているところである。ホンジュラスは人口の 50%以上

が 25 歳未満の国であり、若年層をターゲットとした番組制作により、これら視聴者層への浸

透を図っている。現在毎週日曜朝 6 時～7 時の放送枠で日本の外務省制作の「Japan Video 

Topics」を放送中。平日にも再放送されている。 

 

3) プロジェクトの目的 

ホンジュラス唯一の国営テレビ局である国営ラジオ・テレビ局に対し、教育番組とドキュメン

タリー番組で構成される我が国のテレビ番組ソフトを整備することにより、同局のテレビ放送

における教育番組およびドキュメンタリー番組の充実、放送番組の多様化および高品質化に寄

与することを目的とする。また、本事業を通じてホンジュラスの国民の我が国に対する理解が

促進されることも期待される。 

 

3-2 無償資金協力による計画 

3-2-1 設計方針 

ホンジュラスは親日国であり日本への興味・関心が高く、これまでにもホンジュラス国営ラジ

オ・テレビ局では、日本国外務省から提供された DVD「Japan Video Topics」の放送実績があ

るが、日本の文化、社会、歴史等に関する番組が不足しているとされている。これを踏まえ、

ホンジュラス国民の一層の対日理解促進、親日感情醸成にも大きく貢献することが期待される

テレビ番組構成とする。 
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（1）テレビ番組構成 

主として自然科学に対する子どもたちの興味や関心に対して解りやすく説明・解説された教育

番組、現代の日本の社会や文化を紹介するドキュメンタリー番組及び台風や地震など共通した

自然災害を経験している日本の防災の知識と経験を活かすための災害復旧や防災関連の番組

で構成する。 

（2）テレビ番組ソフトの方式 

メディア：HDV（1080/60i）フォーマット VTRテープ 

言語：スペイン語 

（3）放送時間 

子ども向け教育番組であれば登校前および下校後の時間帯、大人向けドキュメンタリーであれ

ば夕食後の時間など、ホンジュラス人の生活時間に合わせた編成を行うこと、5～15 分程度の

短い番組は既存の番組の合間に差し込むことが比較的容易であるため、再放送（1 回の本放送

後 1週間以内に 2回再放送可能）を含め積極的かつ柔軟に活用していく。具体的な放送時間は

案件実施確定後に放送編成を行い決定される。 

 

3-2-2 基本計画（機材計画） 

1）機材計画 

本プロジェクトで調達する TV 番組ソフトの本数は、当初要請の通り 742 番組（内訳：ドキュ

メンタリー番組 181番組、教育番組 561番組）となる。機材リスト（テレビ番組ソフト）の内

容・数量・分数について表-5に示す。 
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表-5 機材リスト 

No. 番組ソフト名 時間 数量 

I.  ドキュメンタリー番組  181番組 

 1 美しき日本 百の風景 (HD) 25分 13 

 
2 美の壺 (HD) 

25分 8 

 24分 9 

 3 日本のデザイン 20分 3 

 4 和のくらし 20分 5 

 
5 日本の伝統スポーツ 

24分 1 

 15分 5 

 6 仕事図鑑～「あしたをつかめ」より (HD) 20分 12 

 7 
災害に強い社会を作るために～東日本大震災からの教訓 

(HD) 
15分 10 

 8 日本の環境モデル都市 (HD) 20分 5 

 9 日本の環境技術 15分 5 

 10 ワンダー×ワンダーより (HD) 30分 10 

 11 サイエンス ZERO シリーズ五感の迷宮 (HD) 35分 6 

 12 ザﾞ･プロフェッショナル 29分 8 

 13 仕事の流儀Ⅰ (HD) 30分 5 

 14 仕事の流儀Ⅱ (HD) 30分 7 

 15 技～極める 24分 13 

 16 世界に誇る日本の精密加工技術 15分 8 

 17 日本の先端科学 15分 6 

 18 小さな世界企業 10分 5 

 19 笑顔のために～世界に届け保険医療 (HD) 15分 5 

 

20 原爆関連 

30分 1 

 75分 1 

 51分 1 

 
21 プロジェクト X 挑戦者たち 

43分 17 

 42分 1 

 22 日本人のフードスタイル 20分 5 

 23 
ジャパニメーション～世界を席巻した日本のアニメーショ

ン～ 
20分 1 

 24 世界が熱狂!日本のマンガ～発展のルーツ～ 20分 1 

 25 トラック 列島 3万キロ 時間を追う男たち 49分 1 

 26 沖縄 よみがえる戦場 読谷村民 2,500人が語る地上戦～ 52分 1 

 27 ソリーとふたり～盲導犬訓練の 4週間～ 43分 1 

 28 わしら一等じゃ～城川オリンピック 山里の心意気～ 34分 1 
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No. 番組ソフト名 時間 数量 

II  教育番組  561番組 

 1 シャキーン！シーズンⅠ (HD) 15分 20 

 
2 食べてニッコリふるさと給食 (HD) 10分 12 

3 からだのちから (HD) 25分 5 

 4 シンサイミライ学校 (HD) 15分 3 

 5 ふしぎ情報局 15分 18 

 6 ふしぎがいっぱい (HD) 10分 13 

 7 スーパーカメラ (HD) 「アインシュタインの眼」より 25分 29 

 8 10ミニッツボックス 10分 100 

 9 10ミニッツボックス～エコロジー 10分 5 

 10 南極 15分 13 

 11 おこめ 15分 16 

 12 ミクロワールド 5分 20 

 13 ピタゴラスイッチⅠ 10分 13 

 14 ふしぎだいすき 15分 20 

 15 ふしぎ大調査 15分 20 

 16 ふしぎワールド 15分 20 

 17 マテマテカ 2 (HD) 15分 20 

 18 ワンダー数学ランド 25分 7 

 19 かずの世界 15分 15 

 20 かずとかたち 15分 15 

 21 いちにのさんすう 15分 15 

 22 ざわざわ森のがんこちゃん 2005 15分 10 

 23 ざわざわ森のがんこちゃん 15分 20 

 24 母と子のテレビ絵本 10分 88 

 25 人形劇 15分 44 

Total:   742番組 
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2）放送計画 

現在までに具体的な放送枠を決定するには至っておらず、番組供与が決定され次第番組編成に

着手する予定。子供向け教育番組であれば登校前および下校後の時間帯、大人向けドキュメン

タリーであれば夕食後の時間など、ホンジュラス人の生活時間に合わせた編成を行うこと、5

～15 分程度の短い番組は既存の番組の合間に差し込むことが比較的容易であるため、再放送

（1 回の本放送後 1 週間以内に 2 回再放送可能）を含め積極的かつ柔軟に活用していくことを

確認した。放送時間は 1日 1～2時間、6～10番組を放送することを計画している。 

表-6 本プロジェクトで整備予定の番組放映計画 

  
番組の種類 

第 1回 

放送時間  

第 2回 

再放送 

1  ドキュメンタリー番組 
20:00-23:00 の 

間で 1時間ほど(毎日) 

1 回目の本放送後 1 週間以内 

（時間未定） 

2 教育番組 
07:00-09:00／16:00-17:00 の 

間で合計 1時間ほど(毎日) 

1 回目の本放送後 1 週間以内 

（時間未定） 

 

3）放送記録・放映権等 

ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局は以後 5年間の放送記録を残し、日本側の求めに応じて適

宜提出することについて同意した。 

また今回整備されるテレビ番組ソフトは、素材として編集することは著作権上不可であること

についても改めて確認・合意した。 

ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局は衛星により各番組配信会社へ番組配信をしており、その

会社が契約者に対して番組をケーブル配信している。また Webサイトにてストリーミング放送

を行っている。本プロジェクトで提供される番組も同様の方法で配信される予定であり、ホン

ジュラス国営ラジオ・テレビ局は衛星による配信について受信機を設置する際に必要なシリア

ルナンバーの配布を国内のみに行っており、国外で受信することは不可能である。また、イン

ターネットに関しては国外からのアクセスを制限するプログラムを構築することを確認した。 
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3-2-3 調達計画 

1) 資機材等調達先 

本プロジェクトにおけるテレビ番組ソフトの調達先は表-7のとおりすべて日本での調達であ

る。 

表-7 資機材等調達先 

機材名 
調達先 

現地 日本 第三国 

番組ソフト（ドキュメンタリー）  ○  

番組ソフト（教育）  ○  

割合（%） 0% 100% 0% 

 

2) 輸送計画 

本プロジェクトで調達される番組ソフトは、日本側の経費負担により、調達契約業者が空送す

る。本邦からテグシガルパ・トンコンティン空港までの所要日数は 1日であり、手続きがスム

ーズに進めば約 1～2 週間で通関完了する。通関手続き及び空港からホンジュラス国営ラジオ・

テレビ局までの内陸輸送はホンジュラス国営ラジオ・テレビ局が負担する。 

本プロジェクトの番組は日本調達となり、日本からの空送の際に生じる輸入税は、免税となる

ことを確認した（通常の輸入税の税率は 35~37%、品目により異なる）。免税手続きに関しては

大統領府が担当する。 

 

3) 機材据付及び操作指導 

本プロジェクトで調達される機材は番組ソフトであり、据付工事、調整・試運転および初期操

作指導を必要としない。 

 

4) 事業実施工程表 

本プロジェクトの事業実施工程表を表-8に示す。番組ソフトの通常納期は 2ヵ月であり、業者

契約から納品までの工期は 4ヵ月である。
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表-8 事業実施工程表 

月  1 2 3 4 5 6 

契 
 
 
 

約 

交換公文(E/N)締結 △      

贈与契約(G/A)締結 △      

業者契約締結  △     

業者契約認証   △    

調達

段階 

発注   △    

番組ソフト制作       

輸送       

通関業務       

業務完了      △ 

 

3-3 相手国側負担事項 

本プロジェクトの実施に当たり、ホンジュラス国側の負担事項は、次の通りである。 

 

1)免税、通関措置 

ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局は上述の手続きにより、必要な免税・通関措置をとる。 

2)機材保管場所の確保 

 本プロジェクトで調達するテレビ番組ソフトの適切な保管場所を確保する。 

3)調達テレビ番組ソフトの吹替 

 本プロジェクトの調達される番組は原則的にスペイン語吹き替え済みものであり、その

まま包装することが可能である。現地語での吹き替えは想定されていない。 

4)銀行取極および支払授権書の発行 

 本プロジェクトが実施される場合は、日本の無償資金協力のシステムに則り、ホンジュラ

ス国側による銀行取極(B/A)および支払授権書(A/P)の発行が必要となる。A/P発行に係る

手数料等は約 5 万円である。ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局の直近 5 年間の収支バ

ランスは黒字であることから（表-2ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局の収支 2012～2016

参照）、右金額は十分に負担可能な額であると判断される。 
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3-4 プロジェクトの運営維持管理 

本事業によって整備予定のテレビ番組ソフトの放送計画および保管は、ホンジュラス国

営ラジオ・テレビ局の製作部が担当し、テレビ番組ソフトを放送するための機材の運用、保

守、送信管理は同局の通信･記録部が担当する。本プロジェクトの調達番組は現在内装工事

中の新施設 2 階に設置される資料室に収納予定であり、空調設備を伴う温湿度管理可能な

環境で保管されることを確認した。 
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4. プロジェクトの評価 

4-1 プロジェクトの前提条件 

4-1-1 事業実施のための前提条件 

特になし。 

 

4-1-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

・ホンジュラス国内での通関とプロジェクトサイト（テグシガルパ市）までの内陸輸送。 

・日本側の負担事項以外で本プロジェクト実施に必要となる経費（内国税等）。 

・日本側負担事項の実施上必要なホンジュラス国内への入国・滞在等に係る便宜供与。 

・A/P発行及び業者への支払いに係る銀行手数料。 

 

4-2 プロジェクトの評価 

4-2-1 妥当性 

前述の通り、本プロジェクトは、対ホンジュラス国別援助方針における開発課題「基礎

教育の充実」の下、「基礎教育の質強化プログラム」に位置づけられ、同国の教育の質の

改善に資するものである。 

本プロジェクトにて調達される高品質な文化及び教育テレビ番組ソフトの取得を通じて、

ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局の番組コンテンツを充実させるとともに、日本方式

の地上デジタルテレビ放送ネットワークを拡充する契機とすることが期待される。また

2015 年の日・中米外交関係樹立 80 周年の機会を捉え、日本の文化･社会･歴史を広く親

日国であるホンジュラスの国民に紹介することで、一層の対日理解促進、親日感情醸成

にも貢献することが期待される。また本プロジェクトにて調達されるドキュメンタリー

番組については、現代の日本の社会や文化を紹介する番組及び災害復旧や防災関連の番

組が含まれており、本プロジェクトにおいて日本の優れた防災・災害復興に関連した番

組を調達する意義は大きいものと考えられることからも、我が国の無償資金協力事業と

して本プロジェクトを実施する妥当性は高いと判断できる。 

4-2-2 有効性 

定性的効果 

日本の質の高いドキュメンタリー及び教育番組を視聴することにより、以下の効果が期

待される。 

① テレビ視聴者（約 720 万人を想定）が高品質な日本のドキュメンタリー番組および

教育番組等、教育の質向上に寄与する番組を視聴できるようになる。 
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② ホンジュラス国民が日本の文化、社会及び日本のことをより深く理解することに貢

献、両国間の友好増進に寄与する。 

③ 日本の技術、文化を紹介する番組を通じて、同国の産業の発展を担う人材の育成に

貢献する。 

定量的効果 

指 標 名 
基 準 値 

(2015年実績値) 

目標値（2020年） 

【事業完成 5年後】 

ドキュメンタリー・教育番組の放送時間の増加 
週 28時間 

週 28番組 

週 35～42時間 

週 70～98番組 

日本関連番組の番組数の増加 週 1番組 週 43～71番組 

 

4-3 その他（広報、人的交流等） 

4-3-1 相手国側による広報計画 

本プロジェクトが実現した場合、ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局は以下の方法で日

本の番組調達についての広報を行うことを確認した。 

・E/N・G/A、機材調達契約などの署名式の生中継 

・ニュース番組の中で広報を行う。 

・ソーシャルメディア（Facebook/約 2,100人のフォロワー、 Twitter/約 4,400人のフォ

ロワー、 他に Instagram等）でも広報を流すことが可能。 

・引き渡し式を実施、生中継 

・ホンジュラス国営ラジオ・テレビ局の Webページを活用する。 
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5. 付属資料 

5-1 調査団員・氏名 

玉木 智宏   チームリーダー/機材計画 2  インテムコンサルティング㈱ 

原 弘幸   機材調達・積算 2   インテムコンサルティング㈱ 
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5-2 調査行程 

 

玉木　智宏 原　弘幸

チームリーダー・機材計画 機材調達・積算

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

ミニッツ協議・広報計画協議 機材調達調査

・質問表回答回収　等

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

アトランタ発

Tegucigalpa8/6

Atlanta

Tegucigalpa

団内会議

ミニッツ協議・広報計画協議

8/10 月

8/12

6

水

日

ミニッツ署名

8/117

10 8/14 金

8/139

4

資料整理

木

3 8/7

8/8

5 8/9

2

土

日程

金

水 Tegucigalpa

Accommodation

1 8/5

Tegucigalpa

グアテマラシティ－テグシガルパ

JICAホンジュラス事務所訪問

在ホンジュラス日本大使館表敬

外務省訪問

通信戦略省大臣表敬／TNHキックオフミーティング

機材計画調査

・組織体制の確認

・要請番組の確認

・放送活動の現状

・既存機材調査

・納入場所確認

・管理システム、運営方法の確認　等

機材調達調査

・質問表回答回収　等

Tegucigalpa

Tegucigalpa

Tegucigalpa

Tegucigalpa
JICAホンジュラス事務所訪問

在ホンジュラス日本大使館表敬

ミニッツ協議

テグシガルパ－アトランタ

8/15 土11 成田着

火

木

8
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5-3 関係者(面会者)リスト 

名前 組織名 役職 

Hilda Hernandez 
Presidential Office of Communications 

and Strategy 

Presidential Communication 

and Strategy Adviser 

Carol Alvarado 
National Radio and Television of 

Honduras 
General Manager 

Armando Valdes 
National Radio and Television of 

Honduras /Operation 
Manager 

Francisco Mesia 
National Radio and Television of 

Honduras /Traffic 
Advisor 

Jorge Martinez 
National Radio and Television of 

Honduras /Traffic 
OIC (Officer in Charge)   

Marco Centeno 
National Radio and Television of 

Honduras /Production 
Manager 

Samuel Fuentes 
National Radio and Television of 

Honduras /Production 
OIC 

Marcela Sierra 
National Radio and Television of 

Honduras /Social Media 
Manager 

Clara Sierra 
Ministry of Foreign Affairs 

/International Cooperation 
Director 

Jesly Sánchez 

Moncada 

Ministry of Foreign Affairs 

/Bilateral Cooperation 
Coordinator 

Javier Flores 
Ministry of Foreign Affairs 

/Bilateral Cooperation 
OIC 

岡田 憲治 在ホンジュラス日本大使館 特命全権大使 

金井 優子 在ホンジュラス日本大使館 専門調査員 

上條 直樹 JICAホンジュラス事務所 所長 

小谷 知之 JICAホンジュラス事務所 所員 

金山 珠実 JICAホンジュラス事務所 企画調査員(企画) 

Kenia Coello JICAホンジュラス事務所 ナショナルスタッフ 
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5-4 当初要請からの変更点 

 特になし。 
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5-5 討議議事録（英文・西文） 
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